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京都市公共事業評価実施要綱 
 

  第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，京都市行政活動及び外郭団体の経営の評価に関する条例（以下「行

政評価条例」という。）第９条の規定に基づき実施する公共事業の評価に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

⑴ 公共事業 道路，河川，公園，土地区画整理，住宅，上下水道，鉄道，環境衛生

その他の市民の生活と密接に関連する社会資本の整備に関する事業（維持管理に属

する事業及び実施期間が１年以下の事業を除く。）をいう。 

⑵ 新規採択時評価 新たに事業費の予算要求をするに当たり，事業の妥当性及び事

業費に係る事業の優先度を判断するために行う評価をいう。 

⑶ 再評価 この要綱に定める再評価対象事業について必要に応じて事業の見直し等

の検討を行う評価をいう。 

⑷ 事後評価 この要綱に定める事後評価対象事業について，事業完了後の事業効果

等の確認を行い，今後の事後評価の必要性や改善措置を検討するとともに，事後評

価の結果を同種の事業の計画・調査のあり方や事業手法の見直し等に反映させるこ

とを目的として実施する評価をいう。 

⑸ 事業採択 事業費の予算化をいう。 

⑹ 未着工 用地買収手続及び工事のいずれにも着手していないことをいう。 

⑺ 事業完了 別表により所管事業ごとに定義するものをいう。 

⑻ 事業休止 事業実施を阻害している要因の解決に時間を要するため，当分の間，

事業実施を見送ることをいう。 

⑼ 事業再開 事業休止している事業を再び着手することをいう。 

⑽ 事業中止 次のいずれかに該当し，事業を取りやめることをいう。 

ア 事業採択時に比べて事業実施の必要性が失われている又は著しく低下している

もの。 

イ 事業実施を阻害している要因の解決目途が立たないもの。 

ウ 事業休止している事業で，その後，上記ア又はイに該当するようになったもの。 

⑾ 廃棄物処理施設整備事業 廃棄物の処理及び清掃に関する法律で規定している廃

棄物を処理する施設の整備に係る事業をいう。 

（京都市公共事業評価委員会） 

第３条 市長は，公共事業の評価について，客観性及び透明性を確保する観点から，行

政評価条例第１１条第２項に規定する委員会として，京都市公共事業評価委員会（以

下「委員会」という。）を設置し，意見を求める。 

（委員会の公開） 
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第４条 委員会の会議は，公開とする。ただし，会議を公開することにより京都市情報

公開条例第７条に規定する非公開情報が公になると委員会が認める場合は，この限り

でない。 

２ 市長は，前項ただし書の規定により会議を非公開にしようとするときは，その理由

を明らかにしなければならない。 

３ 第１項の会議とは，再評価又は事後評価対象事業についての事業説明，審議及び意

見書の取りまとめに係る会議とする。 

４ 会議の公開は，傍聴を認めることにより行うとともに，公開した会議については会

議録を作成し，これを公表する。 

（結果の公表） 

第５条 市長は，第９条又は第１４条に定める対応方針の決定後速やかに，その内容を

公表しなければならない。 

  第２章 再評価 

（再評価対象事業） 

第６条 再評価は，本市が実施する公共事業のうち，次の各号に掲げる事業について，

実施する。 

⑴ 事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業 

⑵ 事業採択後１０年間（廃棄物処理施設整備事業については，５年間）を経過した

時点で継続中の事業 

⑶ 再評価の実施後５年間（下水道事業については，１０年間）を経過した時点で継

続中の事業 

⑷ 事業休止している事業の内，事業再開又は事業中止しようとする事業 

⑸ 前４号に定めるもののほか，社会経済情勢等の急激な変化，技術革新等により再

評価を実施することが必要であると認められる事業 

２ 前項第１号及び第２号の期間は，事業採択の日が属する年度の４月１日から起算す

るものとし，前項第３号の期間は，再評価の実施の日が属する翌年度の４月１日から

起算するものとする。 

（再評価の実施時期） 

第７条 再評価の実施時期は，次の各号に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 前条第１項第１号から第３号に該当する事業にあっては，各号に規定する期間の

満了前に実施する。 

 ⑵ 前条第１項第４号に該当する事業にあっては，事業再開又は事業中止するまでに

実施する。 

 ⑶ 前条第１項第５号に該当する事業にあっては，適宜速やかに実施する。 

（再評価の方法） 

第８条 市長その他の本市の行政機関は，再評価の実施に当たって，次の各号に掲げる

事項について検証を行わなければならない。 

⑴ 事業に係る実施及び供用開始の目途 

⑵ 地域状況の変化等，事業を取り巻く社会経済情勢等の変化による事業の実施の効
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果 

 ⑶ 事業休止から事業再開又は事業中止とする経緯及び理由 

（再評価の対応方針の決定） 

第９条 市長その他の本市の行政機関は，委員会の意見を尊重し，再評価対象事業につ

いて必要に応じ事業中止，事業休止，事業再開を含む事業の見直し等の対応方針を決

定しなければならない。 

（フォローアップ） 

第１０条 市長その他の本市の行政機関は，再評価を行った事業のうち，継続中の事業

について，進捗状況，社会経済情勢の変化その他必要と認める事項を委員会に報告し

なければならない。 

  第３章 事後評価 

（事後評価対象事業） 

第１１条 事後評価の対象とする事業は，本市が実施する公共事業のうち，次の各号に

掲げる事業とする。 

⑴ 新規採択時評価又は再評価を実施した事業の内，事業完了後５年以内（廃棄物処

理施設整備事業にあっては，事業完了後７年以内）の事業 

⑵ 市長その他の本市の行政機関が必要があると判断した事業 

（事後評価の実施時期） 

第１２条 事後評価の実施時期は，次の各号に掲げるとおりとする。 

⑴ 前条第１号に該当する事業にあっては，事後評価の対象となる年の年度末までに

実施する。 

⑵ 前条第２号に該当する事業にあっては，市長その他の本市の行政機関が実施時期

を決めるものとする。 

（事後評価の方法） 

第１３条 市長その他の本市の行政機関は，事後評価の実施に当たって，次の各号に掲

げる事項について検証を行わなければならない。 

⑴ 事業を巡る社会経済情勢等の変化 

⑵ 事業実施に伴う事業効果等 

（事後評価の対応方針の決定） 

第１４条 市長その他の本市の行政機関は，委員会の意見を尊重し，事後評価対象事業

について，今後の事後評価の必要性，改善措置の必要性，事後評価対象事業と同種事

業の計画・調査のあり方や事業評価手法等の見直し等の対応方針を決定しなければな

らない。 

  第４章 その他 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか，再評価及び事後評価の実施並びに新規採択時

評価に関し必要な事項は別に定める。 

   附 則 

（施行期日） 
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１ この要綱は，平成１９年６月１日から施行する。 

（関係規定の廃止） 

２ 「京都市公共事業再評価実施要綱（平成１０年１２月１５日）」は廃止する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２５年１２月１０日から施行する。 
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別表（第２条関係） 

 

所管事業 事業完了の定義 

都市公園等事業 原則として計画区域全体において，都市公園法第２条の２に基
づく供用開始の公告が行われた時点 

土地区画整理事業 原則として換地処分が行われた時点 

下水道事業 原則として全体計画に規定している施設整備が完了した時点 

市街地再開発事業 すべての工事が完了し，清算が行われた時点 

河川事業 原則として一連の整備効果を発現する区間の整備が完了した
時点 

地すべり対策事業 地すべり防止区域における一連の地すべり対策事業が終了し
た時点 

道路，街路事業 原則として事業採択を行った区間又は箇所が全線供用を開始
した時点 

廃棄物処理施設整備
事業 

原則として国庫補助事業が完了した時点 

農地防災事業 原則として国庫補助事業が完了した時点 

公営住宅整備事業等 原則として事業単位に含まれる住宅等の施設がすべて完成し
た時点 

住宅地区改良事業等 原則として事業単位に含まれる住宅等の施設がすべて完成し
た時点 

住宅宅地関連公共施
設等総合整備事業 

原則として国庫補助事業が完了した時点 

住宅市街地整備総合
支援事業 

原則として国庫補助事業が完了した時点 

密集住宅市街地整備
促進事業 

原則として国庫補助事業が完了した時点 

住宅市街地総合整備

事業 

原則として国庫補助事業が完了した時点 

水道事業 原則として事業採択を行った箇所又は区間がすべて供用を開

始した時点 

簡易水道事業 原則として事業採択を行った箇所又は区間がすべて供用を開

始した時点 

都市・幹線鉄道整備事

業 

事業採択を行った箇所及び区間がすべて供用を開始した時点 
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京都市公共事業評価委員会設置要綱 
 

（目的） 

第１条 この要綱は，京都市公共事業評価実施要綱第３条の規定による京都市公共事業評価委員 

会（以下「委員会」という。）に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は，次の各号に掲げる事項を所掌する。 

 ⑴ 再評価及び事後評価（以下「評価」という。）の対象となる事業のうちから，各事業を取り巻

く社会状況等を勘案し，審議の対象となる事業を抽出すること。 

 ⑵ 審議の対象となる事業について，本市が実施する評価及びその結果に基づく本市の対応方  

針について審議し，市長又は公営企業管理者に対し，意見の具申を行うこと。 

（組織） 

第３条 委員会は，委員１０人以内をもって組織する。 

２ 委員は，学識経験のある者，特定事業者その他市長が適当と認める者のうちから，市長が委嘱

する。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は，２年以内とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は，委員の互選により定める。 

３ 委員長は，委員会を代表し，会務を総理する。 

４ 副委員長は，委員長が指名する。 

５ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときは，その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は，委員長が招集する。 

２ 委員長は，会議の議長となる。 

３ 委員会は，委員の２分の１以上が出席しなければ，会議を開くことができない。 

４ 委員会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するとこ

ろによる。 

５ 委員会は，調査及び審議を行うため必要があると認めるときは，委員以外の者に対して，意見

の陳述，説明その他の必要な協力を求めることができる。 

（緊急時の特例） 

第７条 委員長が委員会を招集した場合において，委員の２分の１以上が出席することが困難で 

あり，かつ，委員長が緊急に委員会の審議を経ることが委員会の目的達成のために必要と認める

ときは，前条第３項の規定にかかわらず，３分の１を超える出席をもって会議を開くことができ

る。 
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（庶務） 

第８条 委員会の庶務は，建設局において処理する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が別に定める。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成１９年６月１日から施行する。 

（関係要綱の廃止） 

２ 「京都市公共事業再評価委員会設置要綱（平成１０年１２月１５日）」（以下「旧要綱」という。）

は廃止する。 

（経過措置） 

３ この要綱施行の際，旧要綱に規定する委員である者は，この要綱の第３条第２項の規定により

委嘱されたものとみなす。この場合において，その委嘱されたものとみなされる者の任期は，こ

の要綱の第４条第１項の規定にかかわらず，平成２１年３月３１日までとする。 

  附 則 

この要綱は，平成２７年４月２４日から施行する。 

附 則 

この要綱は，令和２年４月１日から施行する。 
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京都市公共事業評価委員会傍聴規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は，京都市公共事業評価実施要綱第４条の規定に基づき，京都市公共事

業評価委員会（以下「委員会」という。）の会議の傍聴に関し必要な事項を定めるものと

する。 

（傍聴の手続） 

第２条 傍聴を希望する者は，会議の開始の４５分前から１５分前までに，受付で所定の

用紙に住所及び氏名を記入するものとする。 

（傍聴者の定員） 

第３条 傍聴を認める者（以下「傍聴者」という。）の定員は，原則として，１０人とする。 

２ 傍聴を希望する者が定員を超えるときは，抽選により傍聴者を決定することとする。 

（傍聴することができない者） 

第４条 次の各号に掲げる者は，傍聴することができない。 

⑴ 酒気を帯びていると認められる者 

⑵ 危険物を携帯している者 

⑶ 張り紙，ビラ，掲示板，プラカード，旗，のぼり，はち巻き，たすき，ゼッケン，

ヘルメットその他会議の進行を妨害するおそれのある物を着用し，又は携帯している

者 

⑷ 楽器，ラジオその他音声を発する機械類を携帯している者 

⑸ 前各号に定めるもののほか，会議を妨害し，又は人に迷惑を及ぼすと認められる者 

（傍聴者の守るべき事項） 

第５条 傍聴者は，会議場にあるときは，次の各号に掲げる事項を守らなければならない。 

⑴ 会議場における言論に対し拍手その他の方法により公然と可否を表明しないこと。 

⑵ 飲食又は喫煙をしないこと。 

⑶ みだりに席を離れ，又は騒ぎ立てる等の行為をしないこと。 

⑷ 撮影，録画，録音等をしないこと。 

⑸ 携帯電話等の機器の電源は切っておくこと。 

⑹ 前各号に定めるもののほか，会議場の秩序を乱し，又は会議の妨害となるような行

為をしないこと。 

⑺ 委員長又はその命を受けた係員の指示に従うこと。 

（報道機関の特例） 

第６条 委員長は，報道機関の傍聴について，別に記者席を設けることとする。 

２ 報道機関は，前条第４号の規定にかかわらず，会議の冒頭に限り，写真の撮影，録画，

録音等をすることができる。 

（委員会資料） 

第７条 委員会の事務局は，会議に使用する資料の概要版を傍聴者に供し，会議終了時に

回収する。 

参考資料４ 
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２ 
 

（傍聴者の退場） 

第８条 傍聴者は，京都市公共事業評価実施要綱第４条第１項ただし書の規定により，委

員会が会議を非公開とした場合は，速やかに会議場から退場しなければならない。 

（違反に対する措置） 

第９条 委員長は，傍聴者がこの規程に違反するときは，これを止めるよう命じることが

できる。 

２ 委員長は傍聴者が前項の命令に従わないときは，これを退場させることができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は，平成１９年６月１日から施行する。 

（関係規程の廃止） 

２ 京都市公共事業再評価委員会傍聴規程（平成１６年４月１日）は廃止する。 
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月

フ ォ ロ ー ア ッ プ 再 評 価

京 都 市 長 へ 意 見 書 提 出

京 都 市 の 対 応 方 針 決 定

事 後 評 価
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和

２
年

度
　

京
都

市
公

共
事

業
評

価
委

員
会

　
ス

ケ
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ル

報 告 案 件 審 議 案 件 審 議 案 件

〔 進 捗 状 況 等 の 報 告 〕

報 告 案 件

第 １ 回 委 員 会 第 １ 回 委 員 会

対 応 方 針 の 審 議

事 業 概 要 の 説 明

第 １ 回 委 員 会

対 応 方 針 の 審 議

事 業 概 要 の 説 明

(9
/
1
4
～

参考資料５

第 ２ 回 委 員 会 第 ２ 回 委 員 会

〔 意 見 書 と り ま と め 〕 〔 意 見 書 と り ま と め 〕
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（広報資料） 

平成２９年３月３１日 
京 都 市 建 設 局 
(建設企画課 222-3551) 

 

「今後の道路整備事業の進め方」について 

 

京都市では，橋りょう対策をはじめとする防災・減災対策に必要となる財源を確保

するため，平成２４年度から平成２７年度までの期間，「道路整備事業の見直し」を

実施し，完成が間近な路線等は事業進捗の重点化を図る一方，その他事業中路線の事

業進捗の平準化（後年度へ先送り）や一時休止，新規着手の見送りを行ってきました。 

また，上記の取組を進めつつ，歩くまち京都のシンボル事業である四条通の歩道拡

幅事業や京都駅八条口の再整備事業等の大型事業も完成しました。 

今後も，市民の安心・安全の確保や京都のまちの持続的成長のために必要となる道

路整備事業を実施するに当たり，今後の整備路線や選定に係る考え方等を定めました

のでお知らせします。 

 

１ 「今後の道路整備事業の進め方」の概要 

⑴ 対象期間 

  平成２９年度～平成３２年度（４年間） 

 

⑵ 道路整備事業の対象 

用地取得を伴う現道拡幅や道路新設，バイパス整備を対象とし，現況道路を活

用する交通安全対策事業やバリアフリー事業，無電柱化事業，災害防除事業等は

別途，事業を推進します。 

 

２ 今後の整備路線の選定に係る考え方 

京プラン実施計画第２ステージで掲げている「ひととものの交流促進とまちの持

続的成長を支えるための道路整備の推進」を実現する観点に加え，以下の５つの視

点に係る課題を現に抱えており，用地取得を伴う現道拡幅や道路新設，バイパス整

備によって課題の解決を図ることができる路線について，財政状況も踏まえた上で

総合的に検討し，整備路線を選定しました。 

 

⑴ 視点１ 日常における安心・安全の確保 

ア 安全な歩行空間の確保 

交通量が多いにもかかわらず歩行空間が不足している箇所や通学路等におい

て，安全な歩行空間の確保が必要 

イ 山間部における通行環境の改善 

幅員狭小，線形不良の箇所において，通行環境の改善が必要 

 

未来の京都の発展につなげる
道づくりを進めます！ 

参考資料６ 
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⑵ 視点２ 防災・減災対策の推進 

ア 緊急輸送道路の通行機能の確保 

緊急輸送道路上の橋りょうを中心に耐震補強等を進めているところであるが，

路線として通行機能の確保が必要 

イ 地震時の避難路や延焼遮断帯の確保 

木造家屋が密集する市街地において，大地震時の被害を最小限にとどめるこ

とが必要 

ウ 山間部における通行機能の確保 

山間部集落への道路の寸断による孤立化を防止することが必要 

 

⑶ 視点３ 公共交通優先のまちづくり 

鉄道を中心とした公共交通の重要な結節点である駅へのアクセス道路やバス

路線の整備が必要 

 

⑷ 視点４ 他の関連事業やまちづくりとの連携 

他の関連事業やまちづくりとの相乗効果を発現させるため，事業実施時期の調

整が必要 

 

⑸ 視点５ 道路ネットワークの充実 

ミッシングリンクの解消等による幹線道路ネットワークの充実や京都の都市

構造上の課題となっているＪＲ東海道線を跨ぐ南北軸の強化が必要 
 

３ 今後，事業を実施する路線（一覧表：別紙１，箇所図：別紙２） 

今後，４年間については，一覧表に掲げている路線の事業を実施します。 

なお，今回，実施路線に掲げていない路線についても，事業中路線の進捗状況や

財政状況等を踏まえた上で，道路整備事業の実施に係る検討を進めるとともに，既

存道路を活用した交通安全対策事業等，地域の実状や課題に応じた対応策を検討し

ます。 

 

（参考） 

  今後，事業を実施する路線（継続路線を除く。）について，路線毎の選定の考え

方等の概要は以下を御覧ください。 

  今後事業を実施する路線の概要 

  京都市情報館 ⇒ 市政情報 ⇒ 行政運営 ⇒ 建設局 ⇒ 

 広報資料・お知らせ ⇒ 「今後の道路整備事業の進め方」について 

  URL: http://www.city.kyoto.lg.jp/kensetu/page/0000215993.html 
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今後，事業を実施する路線 

 

選定に係る視点 

① 日常における安心・安全の確保 

② 防災・減災対策の推進 

③ 公共交通優先のまちづくり 

④ 他の関連事業やまちづくりとの連携 

⑤ 道路ネットワークの充実 

 

 路 線 名 選定の視点 備考 

１ 羽束師橋関連道路 ④⑤ 継続 

２ 阪急京都線連続立体交差事業 ③④ 継続 

３ 鴨川東岸線（第二工区） ②⑤ 継続 

４ 北泉通 ①②⑤ 継続 

５ 京都広河原美山線（鞍馬北第三工区） ①②③ 継続 

６ 国道 162 号高雄改良（第一・三工区） ①②③ 継続 

７ 伏見向日町線 ⑤ 継続 

８ 中山石見線 ⑤ 継続 

９ 京都京北線（弁ヶ淵） ①②③  

１０ 国道 162 号川東（第二工区） ①②③  

１１ 国道 162 号高雄改良（第二工区） ①②③  

１２ 鴨川東岸線（第三工区） ②⑤  

１３ 御陵六地蔵線（第三工区） ①②  

１４ 大津宇治線 ①②③  

１５ 桃山石田線 ①②③  

１６ 山陰街道 ①②③  

１７ 葛野西通（七条通） ①②③⑤  

１８ 桂馬場線（洛西口駅東側） ③④⑤  

１９ 向日町上鳥羽線（国道 171 号以西） ③④  

 

別紙１ 
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西小路通 
【阪急立体交差】 清水坂道 

桃山石田線 
【藤城学区】 

幡枝葵森線 

【柊野別れ，原峠】 

羽束師墨染線 
【羽束師・久我】 

伏見向日町線 
【羽束師・久我】 

向島神足線 
【羽束師・久我】 

国道 162 号川登 

千束御室線 

国道 477 号 

【馬ヶ背】 

国道 477 号 

【京北中地町～南丹市神吉】 

深草緯112-1号線 

桂川左岸道路 
【上野橋～梅津樋門】 

小川通 
【上立売工区】 

上賀茂経 13

国道 477 号 

【横ゆり】 

北野白梅町 

西大路 東大路 

御陵六地蔵線 
【新十条通以北】 

西野山大宅線 

 

国道 477 号大布施拡幅 

１５ 桃山石田線 １４ 大津宇治線 

４ 北泉通 

１９ 向日町上鳥羽線 

国道9号 

国道1号 

名神高速道路 

京滋バイパス 

８ 中山石見線 

７ 伏見向日町線 

京都第二外環状道路 

３ 鴨川東岸線 

  【第二工区】 

１３ 御陵六地蔵線 

   【第三工区】 

国道162号 

国道367号 

京都市役所 

京 

都 

高 

速 

道 

路 

箇所図 

国道367号 

国 

道 

171

号 

京都駅 １６ 山陰街道 

第二京阪道路 

１１ 国道162号高雄改良 

【第二工区】 

６ 国道162号高雄改良 

 【第一，三工区】 

１２ 鴨川東岸線 

   【第三工区】 

１ 羽束師橋関連道路 

【第一工区】 

１７ 葛野西通(七条通) 

１８ 桂馬場線 

凡例 

実 施 路 線 

５ 京都広河原美山線 

  【鞍馬北第三工区】 

１０ 国道162号川東 

  【第二工区】 

９ 京都京北線 

   【弁ヶ淵】 

２ 阪急京都線 

  連続立体交差 

別紙２ 

国 

道 

1 

号 

国 

道 

24 

号 

国道162号 

国道477号 

国道477号 

京北合同庁舎 
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